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令和７年１０月２３日 

 

あきる野市議会議長 殿 

 

会 派 名  自由民主党志清会 

 

代表者氏名  堀江 武史     

 

会派の（ 調査研究 ・研修 ）報告書 

 

このことについて、下記のとおり実施したので報告します。 

 

記 

 

１ 調査研究または 

 研修実施日 

令和７年１０月７日（火）～ 

 

令和７年１０月８日（水）   1 泊 2 日 

２ 調査研究または 

研修の場所 

① １０月 7日（火） 富山県高岡市 

  会場 高岡市役所(高岡市議会会議室) 

② １０月８日（水） 

  会場 上田市役所(上田市議会会議室) 

３ 調査研究事項 

または研修名 

①  立地適正化計画について 

②  地産地消事業について 

４ 参加者氏名 

 （ 11 名 ） 

 堀江武史、ひはら省吾、浦野治光、国松まさき、子籠敏人、 

 天野正昭、村野栄一、窪島成一、中村一広、臼井 建、 

 よしざわゆたか 

５ 調査研究または

研修の概要及び

感想等 

 

別紙のとおり 

 

※ 自家用車又はレンタカーを使用した場合は、必ず自家用車・レンタカー使用報告

書を添付してください。 
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（別 紙） 

【概  要】 

 第１日目 10 月 7 日（火）14 時 00 分～15 時 30 分 

 視察地 富山県高岡市役所(都市創造部都市計画課) 

  高岡市の概要 

 面積 209.58km2 人口 162,155 人(令和 7年 3月末現在) 富山県第 2位 

高岡市の特長 ものづくりの歴史と産業のまち 

加賀藩政時代から高岡銅器や高岡漆器などの伝統産業が発展し、現在もアルミ、 

化学工業、パルプ、金属などの製造業が盛んです。近年では、新エネルギー関連産 

業などの企業も進出しており、歴史文化・伝統と革新が融合した産業都市である。 

  将来都市像 「生き生き市民都市 高岡」 

  一般会計予算 約817億円(令和7年度一般会計) 財政力指数 0.71(令和5年度) 

 

  ※高岡市議会議長の挨拶後、都市創造部都市計画課の各担当者から説明を受ける。 

 １ 立地適正化計画について 

 （１）経緯及び目的 

平成 17 年に旧高岡市と旧福岡町との合併があり、新たに一本化した総合計画を

踏まえ、各行政計画の策定が必要となった。その後、平成 26 年度に立地適正化計

画が制度化されたことを契機と捉え、人口減少・少子高齢社会の中でも持続的な発

展を続けるための都市構造として『コンパクト・アンド・ネットワーク』を掲げた

立地適正計画を平成 30 年度に策定したものである。 

※立地適正化計画とは、これまで整備してきた中心市街地や公共交通などの既存ストッ 

クを有効に活用しながら、よりコンパクトで利便性と持続性の高いまちづくりを進めて 

いくため、主に市街化区域を対象として、都市機能と居住人口の誘導を図る区域及び具 

体的な誘導施策等を明らかにするための計画である。この計画では、対象とする区域の 

ほか、立地適正化に関する基本的な方針、その他各種誘導区域等について記載すること 

となる(都市再生特別措置法第 81条)。 

※都市再生特別措置法第 81 条 市町村は、単独で又は共同して、都市計画法第四条第二項に規定 

する都市計画区域内の区域について、都市再生基本方針に基づき、住宅及び都市機能増進施設（医 

療施設、福祉施設、商業施設その他の都市の居住者の共同の福祉又は利便のため必要な施設であ 

って、都市機能の増進に著しく寄与するものをいう。以下同じ。）の立地の適正化を図るための計 

画（以下「立地適正化計画」という。）を作成することができる。 
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（２）現状と課題 

現状 

  ①身近な生活サービスが維持困難及び市街地の求心力が低下 

※市街地が 2倍に拡大したが人口密度は半減し、低密度化が進行している。 

   ②過度に自動車に依存した生活実態 

   ③公共交通機関の利用低下 

 ④買い物や通院などが不便 

課題 

①市街地拡大によるインフラや公共施設の維持が困難 

※現在の行政サービスの維持に 1人当たりの負担が 1.2 倍となる。 

 ②令和 2 年の 15 年後には人口が 11％(1.9 万人)減少 

③空き家の増加 

※空き家率は全国や県の平均以上で、令和 10 年では 30％以上の予測 

※歴史・文化の喪失や安全・安心面での懸念がある。 

 

 （３）計画の概要 

   ①目指す将来像(20 年後の都市像) 

   「豊かな自然と歴史・文化につつまれ 人と人がつながる 市民創造都市 高岡」 

  ②目指す都市構造 

   コンパクト・アンド・ネットワーク(持続可能な都市構造) 

これまでのまち⇒ほとんどが車移動 

                  

目指すまち⇒コンパクト・アンド・ネットワークのイメージ 

 ◇公共交通と都市機能が充実した市街地に居住を誘導 

       ◇公共交通の利用により公共交通サービスを維持 

       ◇公共交通の利便性の高い拠点に都市機能を集約 

       ◇徒歩と公共交通で都市機能の利用が可能に 

  ③コンパクト・アンド・ネットワークの 3つの設定(将来都市構造) 

   ◎拠点⇒都市機能などの集約を目指す 

       広域都市拠点(都心エリア 新高岡駅～高岡駅～中心市街地) 

       地域生活拠点(生活サービス機能 周辺市街地エリア(旧村エリア)) 

        (伏木、戸出、中田、牧野、立野、東五位、福岡の 7地区) 

       産業拠点(産業の集積エリア) 

       広域交通結節点(大都市との交通高速網結節点 ＩＣ、新高岡駅) 

   ◎連携軸⇒都市や拠点間を結ぶ 

       広域交通軸（大都市との交通高速網） 

       都市間連携軸（隣接都市の連携 鉄軌道、道路） 
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       拠点間連携軸（地域生活拠点との連携 鉄軌道、道路） 

       都心軸（中心市街地と高岡駅や新高岡駅との連携 鉄軌道、道路） 

   ◎骨格的エリア区分⇒土地利用の大きな区分  

       都心エリア、市街地エリア、田園環境エリア、自然環境エリア 

 

   ※以上 3 つの設定を図に示す。 

 

 

④誘導するための支援策(集める 繋ぐ 増やす) 

   ◎集める⇒都市機能とそれを支える居住人口を集める 

        ※居住誘導区域内(上記の広域都市拠点及び地域生活拠点)での居住支援 

(子育て世帯、移住・定住等)⇒補助制度等の支援策あり 

          ※高岡駅前地区における都市機能の集約 

          ※空き家・空き地対策の推進⇒補助制度等の支援策あり 

           リノベーションした町家体験、複合商業施設や移住・定住者向けの居 

住体験宿泊施設 
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         ※防災まちづくり(木造密集市街地の安心・安全の確保、狭小道路等の改善) 

           多世代参加型の計画立案、大学生、民間、行政等が参画 

           ⇒多世代が交流できる拠点づくりを目指す 

    ◎繋ぐ⇒拠点内を徒歩で、拠点間を公共交通で繋ぐ 

         ※基幹的な公共交通の維持・充実(鉄道や路面電車の在来線) 

           在来線⇒万葉線の利用促進(路面電車)、城端線・氷見線の新型車両等 

の再構築、あいの風とやま鉄道のＥＶ化 

         ※市民協働型(市民主体)の地域公共交通システムで骨格的公共交通を補 

完(地域のバス、タクシーなど) 

    ◎増やす⇒集積と連携から新たな民間投資や交流人口を呼び込む 

          ※まちのコンテンツづくり(リノベーションのまちづくりやスクール 

による担い手の人材育成、まちなか創業支援など) 

           ※本社機能の拡充、市内に移転企業の支援 

 

（４）主な質疑応答(要約) 

  ①立地適正化を導入した経緯、背景、理由などについて 

旧福岡町との合併後、2つの都市マスタープランを一本化する際に、高岡市の分 

散型の都市構造などの課題解決のため、富山県で推進する立地適正化計画の策定を 

積極的に取り入れた。 

②都市機能誘導施設(社会教育系施設（美術館・博物館）、学校教育系施設、行政 

系施設、医療機関など)の誘導の基本的な考え方と民間投資などの取組について 

 立地適正化計画では各都市機能の配置を位置付けている。その中で、公共施設の 

再編は、財政、土地調達、地域の総意の集約などの課題があるので、現時点では誘 

致の方向性には至っていないが、一方で、公共施設等総合管理計画により廃止、複 

合化、多機能化、更新、新設などの再編・再整備を進め、施設総量の適正化を進め 

ている。また、学校施設は、地域の配置バランスを見ながら、現在、小・中学校を 

統合整備を進めている。医療機関は、各居住地域にバランスよく配置されているの 

で、都市機能誘導への位置付けはしていない。民間投資は、市の空き店舗の活用支 

援策で後押ししている。 

③居住誘導区域内外の公共交通の施策展開について 

   高岡市の鉄軌道や路線バスの骨格的な公共交通を維持しながら、居住地区域の最 

寄りの公共交通までの市民の移動は、地域住民が運行主体となる市民協働型の地域 

公共交通システムの取り組みを進めており、現在、市内 5地区で運行し、さらに、 

他の地域に取り組みを進めている。 
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  ④都市間・拠点間を結ぶ公共交通ネットワークの推進について 

   公共交通機関は、定時定路線やデマンド型があるが、それぞれの長所・短所を市 

  が説明した上で、居住誘導区域の住民自らがアンケートやヒアリングを行い、地域 

に適合した運行形態を選択しており、この結果を基に実証実験を重ね、本格運行へ 

の仕組みを行っている。その中で、市の支援は、導入検討、実証運行及び本格運行 

の 3段階において、支援制度を設けている。 

  ⑤移住・定住施策と空き家の活用について 

   高校生や大学生と地元企業との繋がりを創出する事業や動画配信を行うととも 

に、市による独自の移住支援金や移住サポートレンタカー利用補助などの制度を創 

設している。 

 

 

 

高岡市視察説明 

 

 

 

高岡市議場にて 
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 ＜感想・考察＞ 

  高岡市は、富山県第 2位の人口を有する歴史文化・伝統と革新が融合した産業都市 

である。この都市の発展の方向性を「人と人がつながる 市民創造都市」と位置付け、

都市計画マスタープランの戦略的な実行計画である立地適正化計画により、市の目指

す都市構造をコンパクト・アンド・ネットワーク(持続可能な都市構造)として掲げ、

居住を誘導し、公共交通サービスを維持し、都市機能を集約し、徒歩と公共交通を創

出しようとしている。 

 高岡市は、鉄軌道と路線バスの骨格の公共交通が存在し、さらに、居住誘導区域に

は、旧村単位の特性である行政や医療の機関などがバランスよく配置されており、し

かも JR 駅や新幹線駅が立地し、社会経済の中心となる市街地形成がある都市機能誘

導区域は、その存在感を際立させている。 

 この状況下で、高岡市の立地適正化計画の取組の進捗であるが、全体的にはこれか

ら期待できる施策の具現化を控えている状況である。しかしながら、市民協働型の地

域公共交通システムの取組は進んでおり、地域の住民の意思決定が反映されているア

ンケートなどを住民自らが行う手法は大いに参考となる。また、公共施設の管理計画

は、本市をはじめ、どの自治体でも一様に実施までの道のりは厳しいものがあるもの

と感じた。 

 本市は、JR 秋川駅及び武蔵五日市駅を中心に、また、旧村単位の地域の主要な区

域を盛り込んだ都市構造を目指すため、高岡市の立地適正化計画を参考にして、早期

に、あきる野市立地適正化計画の策定に臨まなければ、都市基盤の礎を築くことはで

きないものと考えている。環境都市あきる野を目指すためにも、しっかりとした都市

形成と産業立地は不可欠であり、強い経済と財政を目指さなければならないものであ

る。さらに、我が会派の議員提出議案により制定された「あきる野市公共交通に関す

る条例」を踏まえると、デマンド型交通「チョイソコあきる野」及び「るのバス」の

補助交通体系の施策展開もさらに充実させる必要があり、それには、立地適正化計画

は必須であると思料するので、今後は、会派で策定の実現に向けて積極的に推し進め

たいと考えている。 
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【概  要】 

 第１日目 10 月 8 日（水）13 時 00 分～14 時 30 分 

 視察地 長野県上田市役所(産業振興部農業政策課) 

上田市の概要 

 面積 552.04km2 人口 150,980 人(令和 7年 9月 1日現在)  

上田市の特長 多様な文化と歴史が織りなす街(真田氏ゆかりの里 信州上田) 

真田氏が拠点を構えた地であり、真田昌幸公が築城した上田城は現在、公園であ 

り、日本百名城や桜の名所に選ばれている。真田氏の菩提寺や館跡などの史跡も数 

多く、古より信濃国の政治・文化の中心として栄えたことから、塩田平は「信州の 

鎌倉」と称されるほど、数多くの神社仏閣が集まり、2020 年には日本遺産にも登 

録された。 

将来都市像 「ひと笑顔あふれ 輝く未来につながる健幸都市」 

一般会計予算 約758億円(令和7年度一般会計) 財政力指数 0.58(令和5年度) 

 

※上田市議会副議長の挨拶後、産業振興部農業政策課の各担当者から説明を受ける。 

１ 地産地消の取組について 

 消費者ニーズに対応した農畜水産物の生産と地元のものを消費する両者が信頼 

しあうとともに、共生していける仕組みづくりが求められている。そのためには、 

「食」と「農」が抱える諸問題の解決を消費者と生産者、ＪＡや流通業者が一体と 

なった地域住民参加型の活力ある地域づくりを進め、地域の実情にあった活動をし 

ていく必要がある。 そこで、消費者団体・生産者団体・ＪＡ や流通業者を中心に 

地域住民が一体となり 農業振興と安心・安全な食生活の確立と実践を目指した上 

田地産地消推進会議を平成２０年７月に設立し、地場農産物の消費拡大を通じて農 

業振興と安心・安全な食生活の実現のために地産地消の各事業を進めている。 

(地産地消の現状) 

①米は、自家消費や直売所での販売により、多くが地元で消費され、ＪＡから地元 

の旅館や飲食店へも供給され、また、学校給食は、すべて地元産で賄っている。 

②ぶどうやりんごなどの青果物は、市内の 7か所の直売所で消費者に提供されてい 

る。また、冬季には地元産の青果物が減少するため、市内の事業者と連携し、商品 

開発が行われている。 

③畜産物は、牛や豚、鶏などは、市外でと畜から精肉処理され、ほとんどが国産、 

信州産、長野県産として店頭に並ぶとともに、食肉加工業者による加工品が企画、 

販売され、イベントや物産展などに出展し、市民や観光客などへの販売促進に取り 

組んでいる。 
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④鶏卵は、大型スーパーや直売所で販売促進するとともに、飲食店や宿泊施設など 

にも供給されている。 

⑤水産物は、千曲川から水揚げされた天然鮎などや、ため池などから獲った鮒や、 

もろこ（諸々の小魚 体の細長い小魚）など、旬の川魚を加工した商品が 販売され 

ている。また、捕獲時期以外では、千曲川の伏流水を使った養殖場で生産された鮎 

や鯉などを使い、通年消費者への提供が可能となっている。さらに、直売所でも旬 

な川魚を使った加工品があり、市民や観光客向けに販売が行われている。 

  

 上田市の気候の特性は、 

 ①年間の降水量が少ない。(890.8 ミリ 本州で一番少ない。) 

雨が少ないと作物が病気にかかりにくく、農薬散布が減らせる。 

 

 ②晴天率が高い。 

日照時間が長く、光合成が多く、糖度が上がる。 

 

 ③昼夜の寒暖差が大きい。 

昼に光合成を行い、糖分を作り出す。 

夜は寒さから守るために呼吸を抑えて養分を貯める。 

 

だから、上田市農産物の特長は「何でも作れる。何でもおいしい」となる。 

キャッチフレーズ⇒信州上田 なないろ 農産物 

 

標高差も活用⇒ブドウ栽培⇒ワイナリー(メルシャン) 

 

２ 農業の課題について 

①農業者の高齢化と減少(農家数 5244 戸 令和 2年 5 年前から 15.2％減) 

             (遊休農地 355.5ha 令和 5年度) 

②農業生産基盤(水路、農道)の老朽化や農地のスプロール化の管理など 

③鳥獣被害の拡大(被害金額 約 5200 万円うち果樹が約 4200 万円 令和 5 年度 ) 

          

３ 課題解決に向けた取り組みについて 

①新規就農希望者の誘致 

②農地の集約、集積による生産性の効率化 

③スマート農業の推進・普及による生産性の向上、高品質化の取組 

④小規模兼業農家等への支援 
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⑤多様な担い手の掘り起こし 

⑥気候変動等に対応した作目転換、適地適作の推進 

⑦農業・農村の大切さ、多様な機能と無限の可能性を模索 

⑧子どもが目指すカッコイイ農業、儲かる農業への挑戦 

⑨高付加価値作物の栽培 

 

４ 地産地消の推進について 

上田地域の豊かな自然や気候風土の中で生産された地域の食材を大切にし、生産者

と消費者の信頼関係を構築することで、「食」と「農」を結びつけ、地場産農産物の

消費及び利用を促進し、上田市の農業振興と市民の健康で豊かな食生活の実現に寄与

することを目的に上田地産地消推進会議を組織し、更なる地産地消の推進体制を強化

した。組織には、生産者団体、消費者団体や旅館ホテル組合の代表のほか、栄養士会、

流通業者、商工会議所 、ＪＡ、農業改良普及センター、農業委員会、上田市、教育

委員会などが構成員となっている。また、この会議の特長として、次の農産物直売所

部会、米消費拡大部会、学校給食部会及びブランド部会を設けている。 

 

（１）農産物直売所部会 

  市内 7 か所の直売所において、検体を無作為に選び、残留農薬検査(農薬 200 

成分の濃度測定)を定期的に実施し、独自に「あんしん直売所」として認定して 

おり、生産者への農薬適正使用の意識づけにもなっている。さらに、よりよい直 

売所を目指した接遇やリーダーシップの研修会の開催や農産物の温暖化への対 

策も協議している。 

（２）米消費拡大部会 

 田植え体験などでの米作産地のＰＲや保育園や親子を対象にした料理教室、特 

に、親子で体験と題した「お米と稲倉棚田の魅力を知る食育イベント」を開催し、 

棚田での炊飯体験やこの体験や学びを通じて、お米の価値について考えるきっか 

けづくりを醸成している。 

※稲倉(いなぐら)の棚田(日本の棚田百選) 約 30ha(延長約 2.5k) 棚田数 780 枚 

 ※R2 年棚田地域振興法に基づく指定。オーナー数 269 人うち県外 239 人 

（３）学校給食部会 

  子どもたちの食への関心を高めつつ、美味しい給食を提供することによる 

「記憶に残る給食」を実施している。地場農産物の使用例としては、大豆(地 

域特産化推進中)、リンゴ(生産量が多くブランド力が高い)、かぼちゃ(冬至に 

かぼちゃを食べる伝統を伝える)、また、他の産地農産物の使用例は、レンコ 

ン(日本一の生産地である茨城県産をＪＡと連携)、みかん（新品種みかんを広 
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島県のＪＡと連携）、ホウレンソウ(埼玉県所沢市と市の連携協定によるもの) 

を給食の食材に活用している。また、記憶に残る給食の食材を通じて、家庭の 

消費行動を促すなど地産地消に繋げるとともに、子どもたちの収穫体験をメデ 

ィア活用する手法などを駆使して、更なる地産地消を推進している。 

（４）ブランド部会 

上田農産物を「信州上田なないろ農産物」をキャッチフレーズとして、パンフ 

レットなどで紹介しているほか、上田地産地消の店・品をこれまでに 90 店舗を 

認定するなど、地場産品のブランド力を推進している。特に、上田はぶどうが有 

名であり、また、高品質のワイン醸造を手掛けている「メルシャンワイナリー」 

も立地しているため、これらの事業者と連携による地産地消力を高めている。 

 

 ５ 発酵のまちうえだ推進事業 

上田市には、酒蔵や味噌蔵、チーズ工房、ワインなど、多様な発酵食品を製造する 

事業者が存在するため、これらの発酵食文化を地域の魅力として最大限に活用し、消 

費拡大と観光客誘致に繋げることを目指し、次のとおり地域活性化策を図りブランド 

を確立する取組を推進している。 

①発酵食品の魅力発信 

上田地域で生産されるワイン、味噌、日本酒、チーズなどの多種多様な発酵食品の魅力 

を PR し、消費と誘客の拡大を図る。 

②加工適性のある作物の導入支援 

 発酵食品の原材料となる農産物の供給を広げるため、加工に適した作物や品種の導入を 

支援する。 

③商品開発と販路開拓 

  市の補助金制度などを活用し、発酵食品を使った新商品の開発や販路開拓を支援する。 

④観光客誘致 

 軽井沢や周辺地域の観光客（20歳以上）をターゲットに、発酵をテーマとした PR 活動 

や貸切列車ツアーなどを実施し、上田地域への誘客を促進する。 

 

 ６ 主な質疑応答(要約) 

  ①上田地産地消推進会議の成果や課題について 

   成果は、学校給食やイベント、地場産農産物認定制度等を通じた上田産農産物の 

認知度向上及び生産、流通、消費までの食の関係者が連携した事業の円滑化が図れ 

ている。※農産物直売所の全体 7か所の売上⇒1,381,000 千円(令和 6年度) 

 課題は、高齢化や担い手不足、地場産農産物の規模縮小、持続的な取組の体制強 

化などがある。 



 

- 12 - 
 

②直売所の持続的・安定的な運営体制について 

    ７か所の直売所は、ＪＡ店舗併設、市の指定管理、市の賃貸などの管理形態があ 

り、運営は生産者主体やＪＡなどである。いずれも農家の収益向上を重視した取組 

みであり、生産者に品目ごとの出荷数量と販売数量のデータを公開し、出荷拡大と 

作付面積の拡大を促すなど運営体制を強化している。 

③学校給食と地産地消について 

      当該地産地消推進会議の学校給食部会において、栄養士、ＪＡ、行政などで組織 

し、定期的な情報交換を行っている。また、記憶に残る給食では、新たな地場産農 

産物を提案や検討・調整も行い、学校給食への取組が地産地消の推進になっている。 

④都市住民との交流について 

    都市農村交流事業の取り組みは、「稲倉の棚田オーナー制度」や「クラインガル 

テン（滞在型市民農園）」を展開し、都市住民との交流や移住促進に活用している。 

特に、稲倉の棚田オーナー制度は、県外 239 件うちの東京都 129 件であり、この 

  中には友好都市の練馬区の方が多い。また、このような取組により移住の希望や相 

  談にも繋がっている。 

 

     

          上田市視察説明 

 

上田市議場にて 
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＜感想・考察＞ 

上田市の気候の特性は、年間の降水量が少なく、晴天率が高く、昼夜の寒暖差が大

きいことであり、このことで農産物は「何でも作れる。何でもおいしい」ことを積極

的に発信し、地産地消の推進に繋げている。また、特長的な施策は、上田地産地消推

進会議を組織し、各部会による具体的かつ実践的な推進体制を構築している点であ

る。さらに、上田市の食の伝統・文化である発酵をテーマとした「発酵のまちうえだ

推進事業」は、消費拡大と観光客誘致などに繋げ、市民に共感される戦略的な地域活

性化策であると理解した。そして、人事面では、市内に拠点を置くシャトー・メルシ

ャンワイナリーを契機として、キリングループ４社(キリンホールディングス、メル

シャン、キリンビール、キリンビバレッジ)と「ワイン産業振興を軸にした地域活性

化に関する包括連携協定」を締結し、本年 4 月 1日からキリンホールディングス(株)

と人材交流を開始している。 

本市の地産地消の施策については、農業振興計画を中心に力強く推進し、その象徴

がファーマーズセンターであり、農業者の唯一無二の拠点でもある。今後の課題は、

この地産地消の拠点をＪＡとともに、再整備に向けて方向性を見出すことである。現

在、検討中の段階ではあるが、あきる野農業の確立のため、英知を集結した結果に期

待を寄せるところである。本市の地場産農産物は、広く都民の消費者や学校給食をは

じめとした食材の供給と観光農業、農福連携などの体験農業を含んだ様々な形の地産

地消の推進形態が今後も要請されるものと考えている。東京農業をリードするあきる

野農業の確立には、地産地消の推進は不可欠であるので、上田市の地消推進会議の取

り組みも効果的であると考えている。また、発酵のまちであるが、本市にも酒蔵や醬

油蔵、ワイン、チーズの工房のほか、ぬか漬けなどの農産品加工もあるので、新たな

視点での活性化策に繋がる仕掛けづくりも検討する必要がある。 

会派としては、視察で得た知見などを活用しながら、本市に適合し、かつ効果的な

地産地消の推進施策について、市と協議・検討しながら広角的な視点で地産地消の推

進施策を戦略的に展開していきたいと考えている。 

 

  

 

 

 

 

 

 


